





石 川 文 子
AYAKOISHIKAWA
1.は じめに
2.1960年代 以前 の企 業 結合 会計
(1)持分 プー リング法 の誕 生
(2)ARB第40号,第43号,第48号
3.1960年代 の企 業結 合会 計
(1)1960年代 の実務動 向
(2)ARS第5号 と反 対意 見
4.1970年代 の企 業結 合会 計
(1)公開草 案
(2)意見書 第16号と1970年代 の実務 動 向




企業結合は,最 近 の会計問題のなかでも困難な ものの一つであ り,と くに企
業 の海外進 出や多国籍化に伴い企業結合に関す る現地 国と自国 との会計処理 の
相違が問題点 として浮かび上が っている。そのなかで,共 通の問題を抱えるい
くつかの会計基準設定主体が 自国の会計基準の設定の参考 とす るために意見及
び情報 を交換す る 目的でG4+1を設 立 した。G4+1は,米 国,カ ナダ,イ ギ
リス,オ ース トラ リア,そ れにIASCを加えて構成 され,1998年12月に 「企
業結合の会計処理方法を一つに収敏 させるための勧告」1を公表 した。 この勧告
は,各 基準設定主体の企業結合に関す る現行会計基準間に存在す る相違を解消
す る目的で出された ものであ り,企業結合会計処理法を一つ(パ ーチ ェス法)
に収敏 させる提言を行 うものであった。
周知 のようにほ とんどの国の基準では,企 業結合の会計処理法 としてパ ーチ
ェス法 と持分 プー リング法が適用可能 とされ ている。 パーチ ェス法は,被 取得
企業の資産 ・負債 を時価で引き継 ぐことを特徴 とす る会計処理 法であ り,支払
対価が被取得企業 の時価を超過す る場合に差額 としてのれんが生 じる。一方,
持分 プー リング法 は被取得企業 の資産 ・負債を簿価のまま引 き継 ぐ処理法 であ
る。企業結合に どちらの会計処理法を適用すべ きかは企業結合 に関す る長年の
問題であ り,企業結合基準設定の歴史はその識別のためにあるといっても過言
ではない。現在 で も会計基準は見直 しの必要 に迫 られてい る。FASBでは現
行基準であ る意見書第16号,第17号の改訂 のプ ロジェク トがすすめ られ てい
る。
そ こで本論文では,企 業結合の二つ の会計処理法,特 に米国におけ るパーチ
ェス法 と持分プー リング法について,実 務動向を併せ て検討す ることに よ り,
基準設定 の変遷についてみることにす る。そのなかで,適 切な会計処理がいか
なるものかを検討 したい と考 える。 さらに,最 近の動 向 としてG4+1の勧告





米国においては組織 の再編成をはか る場合,そ の主な手段 として買収(ac-
quisition)だけでな く合併(merger)が用 い られ る。買収 と合併 とでは,取
得された会社の法的実態が消滅す るか否かが異なるのであるが,実 質をみれば
組織の再編成,企 業 の集団化 とい う点では同類 と考 えられている。そ こで米国
基準では,こ れ らを一括 して企業結合会計 として扱 っている。 したが って,企
業結合 とは,一 つの会社 と一つ または複数 の事業の結合であ って,支 配の変動
を含む もの と定義 され る2。そ して,企 業結合の取引形態 としては次の3つ が
あげ られ る。①株式 の譲渡(取 得),②吸収合併 と存続会社への資産 ・営業の
譲渡(移 転),そ して③新設合併 と新設会社への資産 ・営業 の譲渡(取 得)で
ある3。企業結合会計に関 しては,取 引を表すためにパーチ ェス法を適用す る
か,ま たは持分 プー リング法を適用す るか の選択が最大 の問題 となる。
米 国基準 に おいては,企 業結 合の会計 処理法 と してパ ーチ ェス法(pur-
chasedmethod)と持分 プー リング法(poolingofinterestmethod)の2つの
方法が認 め られ てい る。 この うち持分 プー リング法 の特徴は,次 の2点 であ
る4。第一に,被 取得会社の利益剰余金(earnedsurplus)を取得会社の利益剰
余金 としてそのまま引 き継 ぐことである。第二に,被 取得会社の資産の帳簿価
額を取得会社 の帳簿価額 としてそのまま引 き継 ぐことであ る。当該方法が会計
処理法 として確立 される以前に,上 述の特徴を有す る会計処理 思考 として持分
プー リング的な考 え方が1920年代に出現 した とされ る。
ワイル ドマ ンとパ ウエル(JhonR.WildmanニWeldon.Powell)によると,
「新設合併に関する主要な論争 点は,法 律上の新設合併が新たに設立 され る
承継会社に よって行われ るとき,合 併当事会社はその剰余金を失 うとい う考 え
方に関係 してい る。 こうした見解を主張す る人 々は,利 益か ら剰余金を得 るの
に十分に長い時間の経営活動を行わず,新 会社が利益剰余金を取得す ることは
不可能であ ると論ずる。いいかえれば,会 社は利益剰余金を もって事業をは じ
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める ことはで きない。 さらに彼 らは,会 社が合併す るとき,合 併当事会社 の利
益剰余金は資本化 されるよ うになる5。」 と指摘 している。
このように,新 設会社は利益剰余金の残高を もって事業を開始す ることがで
きない とい う一般的なル ールがすでに確立 していた ことか ら,こ うした考え方
を生み出す ような合併現象がす でに存在 していた とされ る。実質的に何の変化
もな く単に会社 の形態が変化 したに過 ぎない合併が1920年代 にお いてみ られ
た6。こ うした場合 の合併 当事会社は,法 律上 は別個の会社であ るが実質的に
は同一 の会社であ り,合併は同一の会社であ るものを法律的 ・形式的に一つの
会社にす る行為 に過 ぎないものとな る。 したが って,こ の場合,合 併に よって
新設 される会社が既存の合併 当事会社 の利益剰余金をそのまま引き継 ぐことは
論理的 とい うことになる。つ ま り,新設会社は利益剰余金を もって営業を開始
す ることが できないとい う原則からの離i脱が1932年までに存在 していた7。
このよ うに持分 プー リング的な考 え方は早 くか ら存在 していたのであるが,
それは一般的 な用語 として用い られていた とされ る。そ して,1945年に 「持
分 プー リング」 とい う用語がその会計処理 と密接 な関係において合併取引を記
述す るために会計人 によって用い られた とされ る。1945年5月に開催 された
アメ リカ公認会計士協会理事会総会において,公 益事業会計委員会(theCom-
mitteeonPublicUtilityAccounting)は,ある公益事業の判決 を論 じた報告書
を提 出 しその判決において持分 プー リングとい う用語が示 されていた8。これ
は,1943年に起 こったナイアガラ ・フォールズ事件(NiagarafallspowerCo.
v.FederalPowerCommission)で複数の電力会社の合併に関 して,実 態が何
ら変わ らない企業結合のタイプを表す用語 として持分 プー リングとい う用語が
使われたことによるものである。
このように,公 益事業事件において持分 プー リングとい う用語が用い られた
ことについて ワイア ッ ト(Wyatt)は次の よ うな見解を示 している。
「『持分 プー リング』 とい う用語は,こ うした初期においては,異 なる持分を
一つに融合す るような様々な持分間の取引を記述するために使われた。 この用




すなわち,電 力料金は営業財産に もとつ くことか ら,連 邦電力委員会は,財
産をできるだけ客観的な基準に もとついて評価 しようとした。そこで,す でに
存在 している価値を留保す ることで客観性を保 とうとしたのである。
アメ リカ公認会計士協会の会計手続委 員会 は,1945年の報告書 において,
同協会 として,脚 注ではあるが持分 プー リングの定義を行 った。
「当委員会は ここで使われ る 『プー リング』 とい う用語は同等規模の二つ以
上の持分が併合 され,中 小企業の持分が相当大規模の会社のそれ と結合 され る
よ うな取 引を含 まない状況をい うもの とみ な している10。」 この定義は,こ れ
まで持分 プー リングが関係会社間の結合について論 じられていたのに対 し,同
委員会は同等規模 の持分の結合のみを持分 プー リングと解 した点に相違がみ ら
れる,と され る11。
この ように企業主体が被取得会社 の利益剰余金を引 き継ぎ,受 入資産 を被取
得会社 の帳簿価額で記録す る会計処理法は,か な り早い時期 に確立 されてい
た。 しか し,こ の処理法は当初においては関係会社間の ように単に企業主体の
形式が変化 した ような結合 にのみ適用 され るべ きもの とされていた。 ところ
が,上 述 した ような持分 プー リングの思考は,関 係会社 でない企業の結合で も
同等規模 の企業が結合す る場合には適用 され ることにな った とされ る12。
また,黒 川氏は 「持分 プー リング」の語源か らその意義を説 いている13。つ
ま り,そ もそ も 「持 分 プ ー リン グ」(poolingofinterest)の「持 分 」(in-
terest)とい う単語には,利 害,利 害関係者,利 害関係 とい う意味があるが,
電力会社の合併 では これ らすべてが単にプール されたとい う事実認識がある。
本来,事 業 の内容や会社 の活動範 囲,経 営者,株 主,消 費者 とい った利害関係
者集団が変更な く継続 し,一緒になった とい うものであ るとされる。
この ように 「持分 プー リング」 とい う原語には,当 初から単な る持分の プー
リソグ以上の意味が含 まれているのである。 ところが後年になると,企 業結合
のタイ プを示す用語が会計処理方法を示 した とされた。 このように持分 プー リ
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ング法はその本来の意味を離れて会計処理法 として用い られ,会 計の実態を適
切に示 さない方法 として不正に適用 されるよ うにな った。 ここにすでに企業結
合会計に関す る問題点の端緒をみるのである。
(2)ARB第40号,第43号,第48号
持分プー リング法の普及 とい う事態か ら,パ ーチ ェス法 と持分プー リング法
の自由選択 を避け るために,企 業結合のタイプの識別規準の設定努力がは じま
ることにな った。 アメ リカ公認会計士協会 の会計手続委員会は,1950年9月
に企業結合 に関す る最初 の公式 見解を会計研究公報(AccountingResearch
Bulletin,以下ARBと い う)第40号 「企業結 合」 として公表 した14。この報
告書は,吸 収合併や新設合併などの法律上 の合併形態や,配 当のための純資産
の利用可能性に関す る法的考慮な どの規定 に関係な く,会計の見地か ら合併に
ついて言及 した ものであ った。そのなかで,所 有権が継続 しているか否かに よ
って企業結合のタイ プを分類 し,会 計処理はそれぞれの企業結合のタイプに適
した会 計処理法が適用 され ることを述べ ている15。二つの企業結合 のタイ プ
は,パ ーチ ェス法 と持分 プー リング法 とよぼれる。 また,以 前か らの所有権 の
継続の有無は,結 合後の存続会社における所有主割合 で判定 され,当 事会社 の
一方の株主所有割合が重要 でない(き わめて小 さい)場 合,以 前通 りの持分の
継続はなか った と判定 され る。そ こで重要になるのがパ ーチ ェス法 と持分 プー
リング法 の識別規準であ る。 この区別は,法 的形式に よって決定 され るのでは
な く,持分継続 とい う観点か ら取引の実質によって決定 され るものであ った。
ここにおいてすでに現在の米国会計基準の実質優先指 向の特質がみ られる。具
体的には,「持分の継続性」や 「相対的規模 の同等性」,「当事会社 の事業の類
似性,補 完性」が識別規準 として規定 されている16。この ような規定は,結 合
に伴 う付帯的な状況か らその性格を把握,分 類 し,そ れに適 した会計処理を提
唱 した点で新 しい考 え方 であ るとの指摘がみ られ る17。つま り,これ らの規準
は識別す るための基本的な規準であるとしても,支 配的な規準 ではな く総合 し
て考え られ ることが必要 とされ る。 しか し,これ らの判定規準の うち どれが支
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配的であ り,どの程度適合すれば持分プー リング法であるかは明 らかにされて
いない ところに問題がある。 これは ワイア ットの指摘するところであ り,以下
の記述にみ られ る。
rARB第40号は,取 引の適切な分類 に達す るにあた って,規 準 の相対的重
要性について,ま たは どの ような規準が支配的であるかについて,何 らの指針
も与えなか った18。」
その後,1953年にARB第43号が公表 されたが19,ARB第40号の文言が若
干手直 しされ ただけであ り,抜 本的な変更はな され なか った。 しか し,第43
号におけるパ ーチ ェス法 と持分 プー リソグ法の識別規準が実務的に適切 とはい
えない ものであ ったため,1957年1月にARB第48号が公表 された20。この基
準は従来の基準 とい くつかの点において大 き く異なるものであった。
ARB第48号の企業結合会計に関す る基本的な考 えは,従 来の基準 とほ とん
ど変わ っていない。所有権の継続 の見地か ら企業結合のタイプを分類 し,それ
ぞれの タイプに適 した会計処理法が適用 され ることになる。そ して,タ イプの
識別においては法律上 の形式 ではな く実質的に判断す る点でも同一である。だ
が,ARB第40号との相違点を指摘す ると以下の ようになる。
第一 に,ARB第48号は,「合併」を 「これ まで行 っていた事業 を遂行す る
目的で,二 つまたはそれ以上の会社が結合す ること」 と定義 し,ARB第40号
に くらべ ると合併 の範囲は広 くなることに なった。ARB第48号は,合 併は必
ず しも法人格 の合一 とは考 えておらず,法 人格をそのまま維持 しても実質的 ・
経済的に一つの企業 として認め られるな らぽ,そ れは合併に含められ る。
したがって,あ る企業が他の企業を支配 して子会社 とす る場合 も合併に含め
られる。親会社 と子会社 とは実質的 ・経済的に一つの企業 とみなされ る。親子
会社間の合併は法律上 では合併であるが,実 質的に同一の会社 であった ものが
形式的 ・法律的に一つの会社になる行為 にすぎず,同 一企業内の組織再編成の
問題として,合 併 とは別個の問題 として理解 されることになる。
第二の相違点は,当 事会社 の相対的規模規準 と しての90～95%規準(結 合
当事会社のいずれか一つの会社 の株主集団が,結 合後 の会社 の議決権 の90～
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95%以上を獲 得す る場合,パ ーチ ェス と推定す る ことであ る。 つ ま り,結 合
当事会社間で1対9,あ るいは1対19以上の規模 の較差があると持分 プー リソ
グ法の適用はできない。)とい うガイ ドライ ンを設けた ことである。「当事 会社
の一つが,明 らかに支配的である場合(例 えば,当 事会社の一つの株主が結合
した後 の企業 の議決権の90%から95%以上 を獲得す る場合),その取引は持分
プー リングとい うよ りはパーチ ェス として推定 され る21」ことになる。
相対的規模規準は,ARB第40号において も採用 され,合 併当事会社の規模
がほぼ同等であれぽ持分 プー リングと判定するものであ った。 この ように具体
的な数値を判定規準 として規定 した ことは新た な試みであった。だが,具 体的
数値を設定 した ことによ り,持分 プーリソグ法 の濫用を助長す る結果 となった
のは皮 肉的であ った。む しろ,具 体的な数値規準を示 さずに,公 認会計士等の
自主的な判断に任せたほ うが,適 切 な会計実務が行われたか もしれず,政 策技
術 としての基準設定方法に疑問をなげかける指摘がみ られる22。
第三に,複 数 の規 準のいずれか一つを満たせば持分 プー リソグであるとい う
総合的判 断の指向が後退 した ことがあげ られ る23。そ もそ もARB第48号は,
所有権の継続の見地 から企業結合のタイプを分類することを基本的な姿勢 とし
ている。 そ して識別分類 の規準 として,「所有持分の継続性」や 「事業の継続
性」,「経営者 の継続性」,「相対的規模」な ど,結 合に付随的に発生す る状況か
ら総合的に所有権 の継続に対 して判断す る形式 とな っている。だが,各 規準に
固執することに よ り,複数の規準のいずれか一つを満たせば持分 プー リソグで
ある とす るこ とによ り,総合的判断 の指向は後退することにな った。 この基準
設定に問題 があ った とは一概には言 えないが,コ ングロマ リッ ト結合を中心 と
す る1960年か ら65年の企業結合にお いてARB第48号は会計実務上 あ ま り遵
守 されていなか った とされ る。ARB第48号が内包 す る論理的問題 に もよる
が,当 該基準の適用に当たって企業の恣意的な判断の余地が きわめて大 きか っ
たこ とに問題があ った と指摘 され る24。したがって,企 業 にとって有利な よ う
に処理が利用 され持分 プー リソグ法の濫用を招 く結果 となった。
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3.1960年代 の 企 業 結 合 会 計
(1)1960年代 の実務動向
1950年に公表 されたARB第40号において持分 プー リング法が認め られ るよ
うになると,こ の方法は会計実務 において次第に普及 した。そ して,1960年
代になると,合 併件数の増加に伴い持分 プー リング法は多用 され るようにな っ
た。持分 プーリング法 とパ ーチ ェス法の適用実態を調査 した結果は以下に示す
ところである。
図表1企 業結合会計の実務1950年代






















ResearchStUdyNo.5,AICPA,1963,p.27.から 作 成 し た 。
図表2企 業結合の実務動向1960年代













































出 所:AICPA,AccountingTrends&Techniques,15tl－26thed.から 作 成 し た 。
1950年代後半か ら持分 プー リング法の適用が さかんにな り始め,1960年代
になる と持分 プー リング法の適用割合が年 々増加 していることが図表か ら明ら




第一に,1株 当た り利益 に及ぼす影響が指摘 され る。取得会社が被取得会社
より受入れ る資産の公正価値が,そ の帳簿価額 よ り大 きい ときは,パ ーチ ェス
法に よると結合後 の会社の費用 は大 きくな り,したが って純利益は結合前 の結
合当事会社の純利益を合計 した場合 よりも小さ くな り,1株当た りの利益 の低
下を もたらす。
つ ま り,公正価値 と帳簿価額 の差額分だけ減価 償却費 は増大す ることにな
る。特 に,1960年代は企業 の成長を中心 と した政策 とこれ にもとつ くイ ンフ
レーシ 。ンの招来が株価 の急騰を もたらし,多 額ののれ ん計上が行われ るとい
う状況 にあった とされ る。そのため,の れんが計上 され ない持分 プー リング法
で処理す ることが企業 に好 まれた とされ る。1969年には,の れんの金額は の
れんを除 く総資産額 と同額 以上である会社が多 く,最 高では総資産額の9倍
に ものぼ った とされる26。こうした多額ののれんが償却 されれぽ,結 合後 の会
社の償却費は増大 し,1株 あた りの利益は低下せ ざるを得 ないことになる。
特に米国においては,結 合に際 して1株 当た りの利益(Earningparshare)
が重視 され る傾向にあ る。1株 当た り利益は,会 社の現在 お よび将来 の市場価
値,将 来の配当,お よび経営者の経営業績評価 の指標 として,さ らに投資者 が
投資意思決定 をす るのに使われ る。 結合に際 して こ うした1株 当た り利益が
特に重視され るのは,結 合が企業の成長 のために行われ,企 業の成長を維持す
る手段 として高い株価収益率が使われるか らであるとされ る27。そ してさらに,
1960年代後半 においては,結 合の大部分は コングロマ リッ ト結合であ り,そ
れは証券市場の猛烈 な投機 につけ込 んだ ものであ った とされ る28。そ して,将
来その株式を買い戻 した り,損失が生 じれば一定の金額 を支払 う保証 をす るの
が一般的であ った とされ る。 このため,結 合は1株 当た り利益や将来一定 の
価額で株式を買い戻すオプシ ョンを人為的に高め るために行われたのである29。
この ような株価の高騰 は,結 合対象を公開成長会社 まで広 めるようにな り,高
騰に拍車 をかけ ることにな った とされ る。 このため,取 得に際 しては株式 を交
一120一
付するのが一般的 であ り,1920年代 の結合が現金 によって行われていたの と
大 きく異 なる点である。 この よ うな状況か ら,の れんを計上せずに1株 当た
りの利益を高め,株 価をつ り上げ ることが可能な会社で,持 分 プー リング法 の
適用が可能な会社を選び結合が行われていた。そこでは財務諸表 に直接影響を
与え,普 通株式の価額をできるだけ高 くす ることに重点がおかれていたのであ
る。その 目的 に合 った会計処理法が持分 プー リング法であ り,コ ング ロマ リッ
ト結合に大いに貢献 した とされ る。
第二の理由 として,結 合当事会社 の利益を増大 させる効果があげられる。持
分 プー リングは結合当事会社の資産 ・負債をそのまま引 き継 ぎ,あ たかも結合
前から一つの会社 であるかのように処理す るものであるか ら,業績 に良い企業
を結合すれぽ報 告利益を簡単 に増加 させる ことがで きる。武 田氏は,1960年
代の結合においては巨大会社に よる中規模会社や大会社の吸収が中心であった
ことを鉱工業におけ る統計を例示 し明 らかに している30。それに よると,高 度
集中業種 において主導的地位を占めていた大会社 が多数吸収 され,結 合前年度
の税引後 自己資本利益率10%以上 の企業が51.1%を占めていると指摘 してい
る。これは被取得会社 のかな りの部分が平均以上の利益率をもつ会社 であった
ことを示 している。
持分 プー リング法が普及 した第三の理由 として,株 式 の交換によって被取得
会社の株主が取得会社 の株式を取得 して も,税 法上その株式を売却す るまで課
税 されないことが指摘 される。そのため,こ れが会計実務に反映 され る場合,
株式の交換に よる結合は持分 プー リングであるとい う考 え方が強 くなる。持分
が継続す ることによ り課税の対象 となることを避け企業再編が可能 となる効果
が得 られ るのである。 この ように税法は,結 合において指導的な役割を果た し
ている。結合を行 う方法は,結 合計画の段階で税への効果について当事者間の
意図が考慮 されることになる。企業に とって税 の考慮は結合において重要 な位
置を占め るもの となってお り,会計処理法の選択が政策的な 目的を もって行わ
れることは否定できない。
この ような背景を検討する と,適切 な会計処理法の適用 とい う点か ら持分 プ
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一 リング法の普及がみ られた とい うより,そ の財務的配慮お よび企業の業績を
有利にみせるため利益増大が容易に可能な手段 として当該方法が多 く適用 され
た ことが考 えられ る。1960年代のイ ンフ レーシ ョンを背景 とす る コング ロマ
リット結合が主流であった当時,持 分プー リング法は企業 にとってたいへん有
効な会計処理法であ った といえるであろ う。持分 プー リング法の適用が拡張 さ
れた理 由については,企 業財務制度研究会 も同様の意見を述べている31。すな
わち,持 分 プー リング法は,の れんの認識の躊躇やARB第43号に示 されたの
れんの償却政策に関す る限定に よりその受容が促進 された。企業社会におけ る
1株当た り利益に対す る重要性 の認識の増加や,年 々の利益の維持 と成長に関
する経営者の圧力が持分 プー リング法の受容を刺激 した。そ して,パ ーチ ェス
であ りなが ら非課税 となるように会計処理 した場合の企業の利益 と課税所得 と
の乖離が持分 プー リング法の受容を高めた とす るものである。
(2)ARS第5号と反対意見
持分 プー リング法 の濫用 がみ られた1960年代には,会 計理論上 で も持分 プ
ー リング法 とパーチ ェス法の適用に関 して多 くの論者に よりさまざまな見解が
主張 されている32。そのなか でも特に,そ の後 の基準設定に影響を与えた とさ
れ る持分 プー リング法を批判 した ワイアッ トの見解 と,反対 に持分 プー リング
法を支持 したホールセソ(Holsen)の見解を中心にみてい くことにす る。
持 分 プー リングが濫用 され ている状況 か ら,ア メ リカ公認会計 士協会 は
1963年に会計調査研究書(AccountingResearchStudy,以下ARSと い う)
第5号 「企 業結合会計 の批判的研究」を公表 した33。そ のかなで ワイ ア ッ ト
は,持 分 プー リング法の禁止を主張 している。そ こでは特に株式の交換に よる
企業結合をパ ーチェスとするか持分 プー リングとするかが焦点 とな った。 ワイ
ア ッ トは,パ ーチェスと持分 プー リングを結合に よって他の交換取 引の会計処
理 と同 じ会計処理を適用で きるほどの意味ある交換取引が行われたのか,そ れ
とも結合は既存 の会計責任に変化のないよ うなほ とん ど実質を ともなわない形
態の取引であるのか としてとらえ,会 計の基礎理念 との関連 において結合を交
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換取引 として理解 している。すなわ ち,形 式に とらわれなけれぽ企業結合は一
つの会社が,資 産あるいは持分の交換によって,他 の会社を取得 または資産上
の支配権を獲得 した ときに現出する と述べている34。
そして,企 業結合は 「当時会社 の経済的利害が相対的に変化 しているか否か
に よって判断 され る」 との観点か らワイア ットは,パ ーチ ェス法 と持分 プー リ
ング法 の適用に関 して次のよ うに結論付けている。まず,現 金を対価 とす る企
業結合 の場合は明らかに交換 であ りパーチ ェス法が適用 される。 さらに,対 価
として株式が交付 され る場合において も,独 立事業体間の交渉によ り,当該事
業体の資産 と負債が変化 し,取 得企業の所有主持分が増大 しているならぽ,資
産 および持分の変動 とい う交換取引が行われた とみな しパーチ ェス法を適用す
ることになる。そ して,以 前か ら関係のあ った二つの会社が一緒にな り,単に
法的な形式 で持分の金額が変わ っただけであれば,取 引に実体はない と判断
し,持分 プー リング法を適用す るとい うものであった。 ワイア ッ トの主張は,
法的主体を中心 に確立 されていた結合会計論 と異な り,実質的な結合主体を中
心に結合会計 をとらえようとす るものであ り,会計に結合の実質を反映 しよう
と試み ていることにおいて高 く評価 され35,その後 の基準設定においても重要
な意味を持つ ものとな った。
このよ うな ワイア ッ トの主張は,従 来の企業結合会計 と著 しく異なる見解で
あ り,そ もそ もARS第5号 は,基 準設定のたた き台 として作成 された もので
あるため,主 張に対す る実務界の反対意見が多 くみ られたのは当然の帰結であ
るといえる。 よって,ARS第5号 に対す る反対意見がアメ リカ公認会計士協
会 の会計調査部長 の要請に基づ きホールセンに よって報告 され36,この見解が
実質的には実務的に穏 当であ るとして意見書第16号な どに多 く反 映 され るこ
ととな った。
ホールセンは,企 業結合を二つあ るいはそれ以上 の会社が以前 に行 っていた
事業を継続 して行 ってい くことを目的 として,共 通の所有権 の下 に一緒になる
場合に生 じる と定義 している。そ して,パ ーチ ェスとは,一 つの会社が他の会
社の資産上に存する支配を獲得す ることである。持分 プー リングとは,あ る会
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社を支配する所有主達が他の会社の所有主達 と一緒にな り,結合会社 を支配す
るために結合 した所有主集団を形成することをい うと定義 してい る37。そ して
その主張を まとめる と次の ようにな る38。①持分株式(equityshares)以外 の
対価が交換 され,一 つの所有主の集団が,以 前に支配 していた資産上 に存す る
所有主持分を放棄す るときパーチ ェスが生 じる。②持分株式が交換 され,所 有
主の両方の集団が結合 された企業のなかで所有主持分を継続す るとき持分 プー
リングが生 じる。③ ワイ ア ッ トが指摘 した よ うに,ARB第48号で設 定 された
相対的規模 と経営者の継続規準は理論的ではな く,実際に実務では守 られてい
ない。
ホールセ ンは,結 合対価 として株式を交付 した ときとそれ以外の ときを区別
し,株 式を交付 した ときは持分 プー リングであるとしてい る。すなわち,株 式
の交換に よる企業結合は結合当事会社の株式を結合 しただけであ り,経済的実
質において何 の問題 も生 じない としている。 ワイア ッ トは,対 価 として 「現金
交付が存在す ると実質的な取引が生 じた」 としてパ ーチ ェスとしたのに対 し,
ホールセ ンは,現 金の交付が全体の中で重要でないな らば,持 分 プー リングの
否定にはつなが らない と主張 した。
ワイア ッ トは,ほ とん どすべ ての企業結合をパーチ ェス とみなす ことが可能
であるとし,取 引の存在からプー リングを否定 しているのに対 して,ホ ールセ
ンの見解は株式 の交換に よって所有主持分 に変動が生 じた場合にパ ーチ ェス と
した ものであ り,実務界にとって も受入れ易い ものであ った と↓・うことがで き
るであろ う。結局,ワ イア ッ トの主張は,革 命的な印象を受 けるものであ り,
それ に対 し斬新的な印象のホールセ ンの見解が後 に規定 され る意見書第16号
に引 き継がれることになった とされ る39。
4.1970年代の企業結合会計
(1)公開草案
1960年代に合併件数が著 しく増加 し,ARB第48号が プー リング法の適用範
囲を広めた ことから同公報 の問題が指摘 され,結 合会計基準の改正の要望が高
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まっていた。 そ こで,意 見書第16号の設定に先立 ち1970年2月に公開草案が
公表 された40。この公開草案は,ARS第5号 の提案 と結果的に全 く異 なるも
のとな った意見書第16号とを結ぶ中間的な もの として位置付け られている41。
この草案がARB第48号と基本的に異 なる点は,ARB第48号において持分
プー リングの最 も基本的な条件 とされ ていた 「所有主持分の継続性」が示 され
ず,同 等規模の会社間の結合でかつ議決権付普通株式の発行 され る場合に持分
プー リング法の適用を大幅に限定 し,大部分の結合をパーチ ェス法で処理すべ
きとしたこどである。そ してその場合,会 社 の規模は,結 合当事会社 の相対的
議決権付普通株式持分 によって測定された。そ こで 「同等規模」 とは,一 方の
結合当事会社の議決権付普通株式が他方の当事会社のそれ の少 な くとも3分
の1で あることを意味す るとされた。 しか も,持 分 プー リングの条件すべ て
に適合 しない結合取引はすべてパーチ ェス法に よって処理 しなけれぽならない
と規定 している。そ して,こ れ までプー リング法が濫用 されていた実務への反
省か ら持分 プー リング法を適用す るための条件が詳細に規定 されていた42。同
等規模規準は,ア メリカ公認会計士協会の会計手続委員会がは じめて持分 プー
リングの定義を した際の基本的な基準 であった。公開草案はこ うした規模規準
を持分 プー リングの基本条件 とす ることによ り,しか も議決権付普通株式持分
の3分 の1と したのは,持 分 プー リングの濫用 を防止 し,そ の適用を極めて
制限す るために有用 であ ったか らと考え られ ると指摘 される43。この ことは,
パ ー トン(Burton)やアーサ ー ・ア ンダーセ ン会計事務所 の調査か らも明ら
かであ る。 パ ー トンは,1976年に行われた結合 に公開草案 におけ る規模規準
を適用 し,そ の結果を調査 しまとめているμ。
それ に よる と,公 開草案が提案 した3分 の1規 準を持分 プー リング法の適
用条件 とすれば,そ の適用は非常に制限 され,結 合はほ とんどパーチ ェス法で
処理 されなけれぽ ならな くなるとの数値 が得 られた。ARB第48号の5%の 規
模規準による場合,持 分 プー リング法 の適用件数は35.7%であるのに対 して,
3分の1規 準に よると10.2%まで適用可能 な件数が制限 され ることになる。特
に,大 企業ほ ど持分 プー リング法の適用は狭め られることになる。
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したが って,公 開草案に対す る企業側の反対議論が多 くみ られた ことは想像
に難 くない。 ネル ソン ・ス トローサ ー(KennethNelsonandRobertH.
Strawser)は,意見書第16号確定前の段階で,① 当時 の現行実務(ARB第48
号),②公開草案,お よび③ アーサ ー ・アンダーセ ン会計事務所の提案 の三つ
の会計代替案の どれが適 当であ るか財務分析家,ア メ リカ公認会計士,ア メ リ
カ会計学会を対象 に調査を行 った45。それ に よる と,ARS第5号 の見解に比
較的類似す る③の意見が支持 され,大 部分の人はAPBの 公開草案以外 の方法
を望んでいることが明らか となった。
また,公 開草案が有効になるとパ ーチェス法の適用が多 くな り,それに伴い
のれんの会計処理の問題が企業に とって影響を及ぼす ことも反対の一 因となっ
た。 のれんは,所 有主持分か らの控 除ではな く,資 産計上 し40年以 内に償却
することが定め られ ていたため,企 業 の利益の減少が危惧 された46。
APBは,こ うした公開草案にたいする反対意見を多 く受けたことか ら,相
対的規模規準を3対1か ら9対1に 緩和 した。 そ してつ いには,1970年の7
月 までに相対 的規模を撤廃す る決定を行 った。 その後,公 表 された意見書第
16号の内容はARS第5号 とは全 く異なるものとなったのである。 この よ うに
この時期の企業結合は非常に混乱 していたものであることがわかる。
(2)意見 書第16号と1970年代 の実務 動 向
APBの 公 開 草案 は,意 見 を徴 収 し修正 が 加 え られ,1970年8月 に意 見 書 第
16号 「企業 結合 」(AccountingPrinciplesBoardOpinionNo.16,Business
Combination,以下 意 見書 第16号とい う)が 発 表 され た。 意 見書第16号は,企
業 結 合が パ ーチ ェス法 か持分 プ ー リング法 の いずれ か で処理 され な けれ ば な ら
ない かを決 定す る実 務 にお いて 統一性 を推進 し,状 況 に さい して適 切 な開示 を
す る こ とを 目的 として いた。 そ して,持 分 プー リング法 お よび パ ーチ ェス法 に
関す る(イ)適用 条 件,(・)会計処 理 法,ψう開示 の方法 が規定 され て いた。 同意 見 書
では,企 業結 合 会計 に 関す るパ ーチ ェス法 と持分 プ ー リング法 の両 方 の長 所 を
見 出 し,両 方 を ともに認 め てい る。 しか し,こ れ らは代替 的 な方法 では な く,
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条件に よっていずれかの方法を適用す るこどを規定 してい る。 これによ り,部
分パ ーチ ェス法,部 分持分プー リング法は認められな くな った。そ して,意 見
書第16号は,持 分 プー リング法の適用条件を定め,こ れ らすべ ての条件に適
合す る場合にのみ持分 プー リング法を適用 し,それ以外の場合にはパーチ ェス
法を適用す るとい う適用条件を強制的に定めている。
さらに,持 分 プー リング法の本質 は,株 式 の交換に よって既存の議決権付普
通株式を結合 し,結 合後の危険 と権利を相互に分担することにあるとし,次 の
ように述べ られている。
「持分 プー リング法は,こ れ まで独立 していた2つ 以上の普通株主持分お よ
びこれ ら持分 によってあらわ され る結合された権利 と危険を一つの持分 として
示す ことを意図 している」47。さらに,「株式の交換に よって既存 の議決権付株
式持分を結合す ることは,持 分 プー リング法 によって処理 され る企業結合の本
質である」48としてい る。 この よ うに意見書第16号は,持 分 プー リソグ法の本
質的要件 と して権利や危険の分担による持分 の結合を要求 している。
さらに,意 見書第16号では,持 分 プー リング法 の適用条件 としては(1)結合
され る会社の属性,(2)持分結合の方法および(3)あらか じめ計画 された取引の不
在に分類 され る49。
(1)結合当事会社




④ 実質上すべての議決権付普通株式 を交換す ること(90%ミニマムル
ール)
⑤ 結合計画開始前2年 か ら結合完 了 日までに議 決権付普通株式の持分
を変動 させない
⑥ 結合計画開始か ら完了 日までの 自己株式の取得の制限









持分 プー リング法を適用す るためには これ ら12の識別規準 を当該企業結合
が満た していなけれぽな らないとされた。 これはARB第48号に よって持分 プ
ー リング法が濫用 され るようになった原因の一つが,「識別規準の要件のいず
れかを満たせば持分 プー リングを適用 できる」 とい う総合的判断の欠如に対す
る反省か らであると指摘 され ている50。なお,こ れ ら12の識別規準は,演 繹的
にあるいは相互に関連 しなが ら導 き出 された とい うものではな く,識別規準 ご
とにその背景が異なるの も特徴であ るといえる。つ ま り,一部の識別規準,た
とえぽ,① ②④⑦⑩⑫ な どはARB第48号か ら継続 され てきた ものだ とされ
る。他方⑥の 自己株式取得の制限は,「企業結合前に 自己株式を現金 を対価に
取得 しておき,そ の自己株式を相手会社に交付す ることで,普 通株式の発行 ・
交付による企業結合 と同 じものであることを主張 して持分 プー リング法を適用
す る」 とい う脱法行為 を防止す るための意見書第16号で新 たに加え られた規
定 であ る。 このよ うに意見書第16号の個 々の識別規準は,演 繹体系の所産 で
はな く,個 々の問題 に対す る処置の集合である とされ る51。したが って,意 見
書第16号の識別規準か らはかつてのアメ リカにおけ る識別規準設定 の模索過
程 を知 り得 ることが できることも興味深い といえる。意見書第16号が公表 さ
れた1970年代の実務動向を示す と以下のよ うになっている。t
意見書第16号が公表 された1970年か ら企業結合に占める持分 プー リング法
の適用は年 々減少 して きてい る。10年間で30%も適用割合が減少 してい るこ
とは特筆すべ きことである。 しか し,企業結合に占める持分 プーリング法 の劃
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図表3企 業結合会計の実務1970年代





























































出 所:AICPA,AccountingTrends&Techniques,15tl－26thed.より作 成 し た 。
合が減少 したか らといって,持 分 プー リング法その ものの適用が減少 している
とす る見方 には注意を要す る。FASBは,意 見書第16号で規定 した12の要件
がプー リング法 の適用を制限す る目的であ ったが,実 質的には持分 プー リング
法の適用は増加 してい ると指摘 している52。特に大規模企業結合においてはそ
の多 くに持分 プー リング法が適用 され る傾 向が強い とされ る。企業は しぼ し
ぽ,持 分 プー リング法に適用するよ うに取引調整を行い,取 得 したのれんやそ
の他の資産を認識することによ り利益が減少す ることを避けよ うとす る。 した
がって,数 値上は持分 プー リング法の適用が減少 しているが,持 分 プー リング
法の制限に当該意見書は必ず しも有効に作用 しているとは言いがたいものであ
る。
5.G4+1ポ ジ シ ョンペ ー パ ー と最 近 の実 務 動 向
い くつかの会計基準設定主体が 自国の会計基準 の設定の参考 とす るために意
見お よび情報を交換す る目的で設立 されたG4+1は,1998年12月に 「企業結
合の会 計処理方法を一つに収敏 させるための勧告」53を公表 した。 この勧告は,
各基準設定主体の企業結合に関する現行会計基準間に存在する相違を解消す る
目的で出された ものであ り,企業結合会計処理法を一つ(パ ーチェス法)に 収
敏 させ る提言を行 うものであ った。
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そのなか でG4+1は,企 業結合に対す る各国の会計 アプ ローチを以下 の3
つに大別 している54。
(1)一定の条件を満たす場合に限 り持分 プー リング法を適用す るアプローチ
(米国)
(2)持分 プー リング法を例外 と位置付けるアプローチ(カ ナ ダ,イ ギ リス,
IASC)
(3)パー チ ェス法に限定す るアプローチ(オ ース トラリア,ニ ュージーラン
ド)
この分類は,パ ーチ ェス法を基本的な処理法 としている点では共通性を有 し
ている。 しか し,持分 プー リング法に対す る扱 いで相違がみ られる。そのなか
で米国の採用す るアプ ローチは国際的に他に例をみない特殊なアプ ローチであ
るといえる。前述 の とお り持分 プー リング法の適用 に際 しては12の要件すべ
てが満た されなけれぽな らず,持 分 プーリング法の適用 を制限 しようとす る意
図を有 していた。 しか し,そ れは詳細 な要件が部分的に成功を収めたに過 ぎな
い とされ る。依然 として持分 プー リング法 とパ ーチ ェス法の適用が認め られて
お り,図表4お よび図表5か ら実務 において も両法が適用 され ているこ とは
明 らかであ る。そ して,そ の適用方法は問題 を有 した ままである との指摘 が
FASBスタ ッフに よりなされている55。そこで米国では意見書第16号の不備や
諸外 国 との不調和 な どを見直す必要 があ る と考 え企業 結合 プ ロジ ェク トを
FASBの検討課題 としている56。
さらにG4+1は,企 業結合会計に対する各国のア プローチを3つ に分類 し
た うえで,い ずれの方法が採用 され るべきか検討を行 っている。持分 プー リン
グ法 とパーチ ェス法のどちらが適用 され るべ きかの識別基準を設定す ることは
非常に困難 であることか ら,一 つの方法がすべての企業結合に対 して用い られ
ることが望 ま しいと提案 している。その場合,一 つの方法が望 ましい とすれぽ
いずれの方法が採用 され るべ きかの問題が生 じる。その問題を検討す るなか で








































































出 所:AICPA,AccountingTrends&Techniques,27th-36thed.より作 成 し た 。
図表5企 業結合会計の実務tg90年代





















































出 所:AICPA,AccountingTrends&Techniques,37th-44thed.より作 成 し た 。
すな わちG4+1は,第 一に,持 分 プー リング法 の根底にある概 念的基礎 に
ついては幅広い合意が欠けていると指摘する。 その本質 である 「持分の結合」
については,株 式の交換 によって実行 され る企業結合では所有主持分は継続す
ることになるが,所 有主持分の同一性が維持 され るわけではない とし疑念 を示
している。第二 に,持 分 プー リング法を適用 した場合に得 られ る情報はその他
の方法に くらべ,公 正価値を反映 しないことから将来予測 とい う点では 目的適
合的ではないとしている。それに対 し,パ ーチ ェス法の概念は資産の取得や負
債の引受の会計処理法(す なわち取引において交換 され る対価の性質にかかわ
りな く同 じ方法 で認識測定す る会計処理法)に 整合す ることか ら妥当であると
している。第三に,パ ーチェス法は簡単かつ直裁であ り財務諸表作成者,監 査
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人,規 制当局,財 務諸表利用者に とって理解が容易であ り,他の会計情報 と比
較可能な情報が得 られ る点で も妥当な方法であると述べている。
これ らの ことか ら,G4+1は企業結合に適用す る唯一の方法 としてパ ーチ
ェス法が適切であると結論付けてい る。すなわち,「目的適合性」「信頼性」
「比較可能性」「費用対効果」の観点か ら各方法を分析 し,パ ーチ ェス法が もっ
とも妥当性を有す る方法であるとしている。
先頃,米 国ではG4+1の 公表 を受け公開草案が公表 された57。それに よる
と,す べての企業結合に対 してパーチ ェス法を適用 し,プ ー リング法を排除す
ることが明示 されてい る。そ して,取 得企業 とは企業結合において支配を獲得
す る企業であ り,株式の発行に よって取得企業は識別 されるとしている。取得
企業の識別においては,結 合後企業 の相対的議決権や執行部の構成,前 任者の
権利の継続などを考慮 されることにな る58。この ような見解を提示す る前提 と
して,FASBはG4+1の勧告 について独 自に再検討を行 っているが,最 終 的
にはG4+1の提言 を受け入れ るかた ちとな っている59。したが って,公 開草
案は,各 国の基準 との相違点が指摘 される米 国基準が国際的な統一化へ向け修
正 され る方向性を示す ものであるとみてとれ る。
6.ま と め
本論文ではプー リング法が確立された時期か ら現行基準に至 るまでの基準設
定 とその背景を概観 した。そ して,持 分 プー リング法 とパーチ ェス法 の適用 を
め ぐる企業行動 の動 向を検討 し,合 わせて持分 プー リング法が濫用 され ること
となった原因を検討 してきた。 この検討を通 して,基 準設定 の政策的方法の在
り方や持分 プー リング法 とパーチ ェス法の識別規準の設定がいかに困難な もの
であるかが明らか となった。企業の恣意的な会計処理法を許容することになる
規準設定の問題は代替的方法を認め る現行基準においては避け られない問題 と
なっているといえ る。
また,1950年代か ら1990年代 までの企業 の結合会計 の実務動向について言
及 した。 プー リング法が適用 され始 めた1950年か ら60年代には,企 業結 合に
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占める割合が50%前後 とか な り高い割合を示 していた。当事 の基準設定が未
整備段階であった ことも関係 し,コ ングロマ リッ ト結合を背景に持分 プー リン
グ法は濫用 された。その後,こ の事態を受け基準設定に取 り組 まれることとな
った。1970年代にはそ の割合は序 々に減少す る傾向をみせた。現行基準であ
る意見 書第16号が適用 された1980年代 になる と減少傾 向は さらにすすみ,
1980年代後半には10%以下 とな った。1990年代において も同様の割合 とな っ
ている。 この ように一見すると,持 分 プー リング法の適用は制限 され,基 準設
定は有効であ ったかの ように思える。 しか し,そ の反面持分 プー リング法を適
用するための取引調整 などが行われてお り,その制限は今後 も課題 として残 さ
れた状態であるといえる。
また,企 業結合に関 して も国際的調和化 とい う点か らの見直 しが図られてい
る。G4+1から勧告が公表 され た ことに より,米 国は 自国基準 との整合性 の
観点か ら見直 しの必要 に迫 られてい る。現行基準が有す る多 くの問題点につい
てはFASB自身公 開草案のなかで認めているところであ り,緊急 に改正を必
要 とす るものである。そのなかでも特に,い かなる会計処理が企業結合に とっ
て適切であるか とい う困難な問題が提示 されている。パーチ ェス法 と持分 プー
リング法,も しくはそれ らに代わ る新たな会計処理法の検討が今後の課題 とな
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